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令和７年第８回栗原市議会定例会 一般質問【個人質問】通告表 

発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

１ ６番 菅 原 麻 紀 １ 放課後児童クラ

ブの長期休業期

間の昼食対応に

ついて 

１  放課後児童クラブでは、夏休みや冬休み等はお弁

当持参と聞いている。保護者は日々忙しく、家庭の

負担になっていないかと懸念する。 

 現在、長期休業期間中の放課後児童クラブにおけ

る昼食の取り扱いは、どのようになっているのか伺

う。 

 他自治体では、希望者に弁当を届けるところや、

学校給食センターで食事を提供しているところもあ

る。本市で学校給食センターを活用した昼食提供を

導入する考えはあるのか伺う。 

   ２ 学校給食におけ

る地場産品の活

用について 

１  令和 6 年にも一般質問したが、令和 5 年度におけ

る地場産品利用率は 21%であった。令和 6 年度は南

部で 22.5%、北部で 25.6%と利用率は高くなってい

る。物価高騰が続く中、農家で廃棄にならないよ

う、形が不揃いでも積極的に仕入れたり、調理体制

の人員増など工夫する余地はあるのではないかと考

える。 

       農家との協力体制については構築されていないよ

うに見受けられるが、連携を深める考えがあるの

か、あるいは農家と直接取引するなどの調整の難し

さがあるのか伺う。 

       また、農家やJAからの栗原産の食材の提案がある

のか、市からの働きかけは継続して行なっているか

現状を伺う。 

   ３ 観光振興と地域

シンボルの創出

について 

１  総務常任委員会で福井県を訪れた際、駅前には

「恐竜の街」として多くの恐竜モニュメントや壁画

が並び、まち全体で一体感のあるPRがされていた。

改めて栗原には「これだ」と市民が胸を張れるシン

ボルがあるのか考えさせられた。栗駒山、伊豆沼、

美しい星空など自然の魅力は多くあるが、「栗原と

いえばこれ」という象徴的な存在は明確でないよう

に感じる。「ねじりほんにょ」や「ビッくり原く

ん」などのキャラクターはいるが市民が一体となっ

て推せる存在となると工夫が必要である。そこでア

イデアを公募するなど市民とともに栗原の「推し」

作りを進めてみてはどうか、市長の見解を伺う。 

   ４ 市制施行20周

年記念事業につ

いて 

１  現在20周年記念事業については多くの申請が寄せ

られていると伺っている。 

 そのうちの新規事業と継続事業のそれぞれの件数

を伺う。 



 

 - 2 - 

発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

       これまでに各地区においてなかなかできなかった

イベントが実現するなど市民活動の幅が大きく広が

っていると感じている。地域をさらに盛り上げてい

くには、この交付金を今年度限りとするのではな

く、新規事業に来年度以降も交付する考えはない

か、市長の見解を伺う。 

２ ３番 菅 原 直 人 １ 観光振興ビジョ

ンのこれまでと

次期計画の方向

性について 

１  本市の観光振興は、「くりはら田園観光都市創造

事業」を基盤とし、地域資源の発掘や「ねじりほん

にょ」などのキャラクター創出、農家型長屋門や地

域の芸術・文化の継承など、多様な取り組みを行っ

てきた。 

 観光産業は地域経済に大きな波及効果をもたらす

産業であり、観光客の消費行動が一次産業や製造

業、地域内消費へとつながる好循環を生み、地域文

化の継承や高齢者の参画機会の創出、地域の誇りや

活力の形成にも寄与するなど、経済面・社会面双方

に効果がある。 

 来年度が最終年度であることから、これまでの取

り組みの成果と課題を整理するとともに、次期計画

に向けた方向性や推進体制、盛り込むべき事項を明

確化する必要があると考える。 

 こうした観点から、以下の点について伺う。 

      ⑴ 効果のあった事業について 

  観光振興ビジョンに基づき、さまざまな事業が

展開されてきたが、策定の目的や KPI、施策展開

の経過を踏まえ、「効果があったと評価している

事業」について伺う。 

      ⑵ 新たに顕在化した課題について 

  観光振興に取り組む過程で、当初想定していな

かった課題や、今後解決すべき課題も顕在化して

いると考える。現在、認識している課題と、その

背景について伺う。 

      ⑶ 地域再生マネージャー事業について 

  観光振興ビジョン策定後に着手したプロジェク

トの一つである「地域再生マネージャー事業」

は、今年度が最終年となる。目的や当初想定の取

り組み、現在の進捗状況、取り組む中で見えてき

た課題、そして来年度以降、どういった形で継続

していくのか、現状認識と、今後の方向性につい

て伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑷ 観光推進体制の整備について  

  観光振興ビジョンの中でも、特に重要な取り組

みは観光推進体制の整備である。観光物産協会に

ついて、昨年度からの補助金支出や今年度の職員

派遣などを行っているが、支援体制強化の現状認

識と、今後の取組方針について伺う。 

      ⑸ 次期計画策定について 

  観光振興ビジョンの策定には約 3 年を要した。

来年度が最終年度であることを踏まえ、次期計画

策定には早期着手が必要と考える。スケジュール

感も含め、市の見解を伺う。 

      ⑹ 市民・若い世代の参画について 

  第 3 次総合計画策定において、高校生によるま

ちづくりワークショップなど、多様な主体が参画

する機会が設けられた。観光は地域の誇りを育

て、次世代が地域に関わるきっかけにもなる分野

である。次期計画策定にも、若い世代を含めた意

見収集の機会を設けるべきと考えるが、市の見解

を伺う。 

      ⑺ 観光施設のハード整備について  

  次期計画において、ソフト事業だけでなく、観

光関連の指定管理施設などのハード整備をどのよ

うに位置付け、計画的に推進していく考えか、市

の見解を伺う。 

      ⑻ エリア戦略について 

  次期計画策定にあたって、栗駒山麓ジオパー

ク、栗駒エリア、花山エリア、伊豆沼内沼など、

エリアごとの観光戦略をどのように整理し、推進

していくのかが重要と考える。次期計画でどのよ

うに位置付け、振興していく考えか、市の見解を

伺う。 

      ⑼ 伝統産業の承継支援について 

  地域の伝統的な生活や産業などの文化的価値を

次世代に継承することも重要であると考える。次

期計画で、こうした伝統産業をどのように位置付

け、支援・振興していく考えか、市の見解を伺

う。 

      ⑽ 国の補助事業の活用について 

  観光関連の補助金は、申請すれば自動的に交付

されるものではなく、自治体や観光事業者が様々

な形で提案を行い、競争の中で採択が決まる。こ

うした取り組みも次期計画で明確に位置付け、計

画的に推進していく必要があると考えるが、市の

見解を伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑾ 民間投資・企業立地支援制度について 

  観光産業を含む民間投資を促す施策について、

より充実させる必要があると考える。ホテル業の

誘致や既存事業者への支援も含め、次期計画でど

のように位置付け、計画的に推進していく考え

か、市の見解を伺う。 

３ 18番 長谷川  敬 １ 民生委員の現状

と今後について 

１  議会報告会において、民生委員の方から「後継者

探しが大変で、隣の地区で欠員が出たため、1 人で

100 世帯を担当することになった。しかし、隣とい

っても過去に一緒に活動したわけでもなく、全く分

からない人ばかりだ」という声が寄せられた。 

 現役の民生委員や経験者から「次の担い手を探し

ても、なかなか引き受けてもらえない」と伺った。 

 また「行政区長が民生委員を兼任している地区も

ある」との話もあった。 

 全国的に定年延長や女性の就労増加、地域関係の

希薄化、外国人居住者の増加など、担い手が確保し

にくい構造的課題が指摘されており、本市も例外で

はない。 

 こうした状況を踏まえ、以下について伺う。 

      ⑴ 市の現状把握と危機感について 

  現場では、高齢者やひとり親世帯の増加、業務

量の肥大化、本来業務外の相談対応など、負担が

増しているとの声があがっている。市として、こ

うした負担増加の実態をどう把握し、どのような

状況だと認識しているか伺う。 

      ⑵ 必要数と欠員数について 

  令和7年12月1日は、改選期にあたる。築館地

区では、本来 45 名必要なところ、欠員 2 名に加

え、14名が退任予定と聞いている。 

 ①市全体の民生委員の人数 

 ②現在の欠員数 

を改選前の 11月末時点と、改選後の 12月 1日時

点で、それぞれ伺う。 

      ⑶ 欠員地区における対応状況について 

  民生委員が欠員の行政区では、住民からの相談

対応や見守り業務をどのようにしているのか。 

      ⑷ 活動費について 

  民生委員は報酬が無く基本ボランティア。ガソ

リン代や通信費などの活動費が支給され、その額

が60,200円と伺っているが、地区により受け取る

額が異なると聞いた。その点どの様になっている

のか伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑸ なり手不足の要因分析と、確保策について 

 「依頼しても断られる」、「役割が重すぎる」と

いう声が聞かれ、なり手不足が深刻化している。 

 ①なり手不足の要因をどう分析しているのか 

 ②なり手を確保するため、どのような支援策を講

じているか 

 をそれぞれ伺う。 

      ⑹ 地域包括支援センター、社会福祉協議会、医

療・介護の専門職との連携強化について 

  長年活動してきた民生委員から「求められる仕

事量が増えている」との声が聞かれた。地域包括

支援センター、社会福祉協議会、医療・介護の専

門職などとの連携をどのように強化し、負担軽減

を図っているのか伺う。 

   ２ 中小企業振興資

金について 

１  市内の中小企業を取り巻く環境は、この数年で大

きく変わっている。 

 コロナ禍で借入をした多くの事業者は、元金の返

済が始まり、資金繰りが厳しくなっている。加え

て、ここ 5 年で最低賃金が約 200 円上がり、時給

1,000 円を超えた。人件費の負担は、特に小さな会

社にとって痛手である。さらにインボイス制度によ

る税負担と事務処理増も重なり、企業体力は明らか

に削られている。 

 こうした中、市は中小企業の経営の安定化を目的

に「中小企業振興資金融資信用保証料補給金交付事

業」と「同資金融資利子補給金交付事業」を打ち出

しており、企業から“本当に助かっている”という

声を多く聞くが、急激に状況が変わる中で、十分機

能しているのか、検証すべき時期に来ていると感じ

る。支援制度の現状と今後の方向性について伺う。 

      ⑴ 中小企業振興資金貸付金として年間 3 億円を金

融機関に預けているが、これにより融資の枠はい

くら確保できているのか伺う。 

      ⑵ 市で支出している3億円の根拠について伺う。 

⑶ 中小企業振興資金融資信用保証料補給金交付事

業と同資金融資利子補給金交付事業について、直

近 5 年間の予算額、利用件数・利用額の推移、利

用者の業種別の傾向を伺う。 

⑷ これらの実績を踏まえて、制度の効果をどのよ

うに分析しているのか伺う。 

⑸ 栗原市中小企業振興資金融資について、企業か

ら「金融機関に言われて初めて知った」という声

が多いが、どのように周知しているか伺う 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

４ ５番 三 浦 孝 志 １ 夏川流域の整備

について 

１  国内外で様々な水害が発生している。特に日本で

は、「記録的短時間大雨情報」が頻繁に発表され浸

水や河川の氾濫による被害が増加している。 

 夏川でも令和 2 年 7 月には田町川合流付近の堤体

から通水があり消防団による積み土嚢により応急止

水した経緯もある。 

 令和4年7月15日には大雨により有賀排水機場付

近の夏川の堤防が約 20ｍにわたって崩れ、隣接する

田町川でも 2 か所の堤防通水の被害があった。ま

た、夏川と田町川の合流地点の堤防法面下にほ場整

備前は水路だった土地があり、川北ほ場整備事業の

際にほ場整備地区外となった未利用市有地がある。 

 その土地に、ほ場整備事業で出た残土を埋め立て

たために隣接する農道よりも高くなり、排水路もな

いため常にぬかるんでいる状態で降雨時には雨水が

農道を超えて隣接する農地へ流入し、米の収量にも

影響を及ぼしていると伺っている。以上の事をふま

え災害対策及び整備について伺う。 

      ⑴ 県に対し夏川と田町川の河川改修要望を行った

経緯はあるのか。 

      ⑵ 夏川と田町川の合流地点の市有地から耕作地に

雨水が流れ込んでいる現状をどの様に考えている

か。また、流入する雨水対策をどのように考えて

いるか。 

      ⑶ 当該市有地の維持管理はどの様に行われている

か。 

   ２ 経営健全化にむ

けた病院経営 

１  本年10月より、若柳病院から栗原中央病院に一般

病床が集約され新たな体制での病院診療が始まっ

た。一か月が経過し、検証を行いながら働き方改革

を含めた更なる病院の経営健全化に向けての改善が

望まれるところである。次の点について伺う。 

      ⑴ 栗原市病院事業第四次経営健全化計画再編成の

計画案をいつ頃まで作成し提示するのか。 

      ⑵ 一般病床の稼働率は現在どれ位改善したか。 

      ⑶ 診療報酬の増は見込めそうか。 

   ３ 栗原中央病院の

救急体制につい

て 

１  本市では独居老人や高齢者夫婦の世帯が増えてい

る。高齢者夫婦の一人が救急車で栗原中央病院に搬

送され、状態が落ち着いたため、深夜に帰宅しても

いいと言われたそうだが、親戚にも連絡がつかず、

タクシーも無いので大変困ったそうである。病院の

対応として、状態が安定したとはいっても、高齢者

であり、待合室を利用してもらう対応ではなく、安

静室などの部屋を用意するなどの対応が必要と考え

るが設置する考えがあるか伺う。 

 また、栗原中央病院への一般病床集約により、救

急体制に影響は出ていないか。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

   ４ くりはら斎苑の

予約体制につい

て 

１  くりはら斎苑では、一日通常 6 件の火葬対応（年

末年始を除く）をしており、市内に住所を有する者

であれば無料の送迎バスを利用できるなど近隣市町

村にはないサービスを提供している。しかし、現

在、くりはら斎苑の空き状況を確認できるのは、午

前 8時 30分から午後 5時 15分までの電話対応のみ

であり不便を感じている。利便性を図るためにイン

ターネット等を活用してはと考えるが、市として検

討する考えはないか伺う。 

５ ７番 阿 部 貞 光 １ クマ・イノシシ

被害 市民生活

を守れ 

１   令和7年度、クマによる人身被害は10月時点で、

全国で197人、死亡者数は12人となっている。東北

6 県では人身被害が 130 人、死亡者数 9 人と突出し

ている。国では、クマによる死者数が過去最高を更

新し、多くの地域でクマが人里に侵入し人身被害が

増大・多様化、広域化しており、国民の安全・安心

を脅す深刻な事態となっている事から「クマ被害対

策パッケージ」を策定している。 

 本県においても、ツキノワグマ総合緊急対策を立

ち上げ、クマ被害防止資材の配布、クマ出没地域の

見回り、クマ出没危険箇所対策、誘引木の伐採、県

管理河川の刈払いを打ち出している。また、本市で

はクマ被害防止緊急対策事業として、7,270 万円を

計上し、誘引木の代採、箱わなの追加購入、鳥獣被

害対策実施隊員への緊急支援として、捕獲謝礼の増

額、見回り活動謝礼の増額、安全対策の強化として

各小学校、幼稚園、保育所等にクマ撃退スプレー、

爆竹等を配備するとしている。 

 国・県・市がクマから国民、市民を守るため対策

に乗り出した事は、重要でありクマ騒動が早期に終

息し、安全安心なくらしがもどる事を期待する。 

 しかし、一方ではイノシシによる農地や法面の掘

り起こしや農作物等への被害・車との衝突事故等被

害が増えている状況にありクマ同様に徹底した対策

が求められる所であり次の点を伺う。 

⑴ 令和 7年 11月 17日時点においてクマの出没件

数は397件、うち10月以降が276件、捕獲頭数は

88頭うち 10月以降が 64件と示されている。地区

毎の箱わな所有状況と連携状況を伺う。 

⑵ クマやイノシシの捕獲は危険を伴う作業になる

が、鳥獣被害対策実施隊員のケガ等に対する補償

はどのようなものか。また、これまでケガ等の事

例はなかったか伺う。 
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（議席番号及び発言者） 
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      ⑶ 市は緊急銃猟に伴い「緊急銃猟時補償費用保

険」に加入し、9月1日から効力が発生している。

補償内容を伺う。 

      ⑷ 県のクマ生息状況等推定調査業務により、仙台

市と本市の緩衝地帯(林内)にカメラトップ調査や

ドローン調査をもとに出没ルートの推定が実施さ

れている。設置箇所数(地区)、カメラの設置個

数、結果はどうか。また、出没抑制対策実証試験

もあわせて実施するとされていたが、対象地区そ

の内容、結果報告を伺う。 

      ⑸ クマによる被害が相次ぐ中、鳥獣被害対策実施

隊や猟友会に資格者はいるか。また育成策につい

て伺う。 

      ⑹ 国から、クマ被害対策パッケージが示された。

緊急的に対応すること、短期的に取り組むこと、

中期的に取り組むこととされているが、それぞれ

内容と市が取り組みに活用できる物について伺

う。 

      ⑺ 青森市、秋田市など東北 6 県の多くがガバメン

トハンター雇用に乗り出している。市の対応を伺

う。また市職員で狩猟免許を有する方々への緊急

銃猟等への協力体制と免許所有者の現状を伺う。 

      ⑻ クマ出没時に対する学校及び登下校の安全確保

について、文部科学省、環境省から周知されてい

るが、市の対応を伺う。 

⑼ クマの個体数管理には春期のクマ捕獲や、人里

に慣れた個体の捕獲が有効とされているが市の考

えを伺う。 

      ⑽ 宮城県ツキノワグマ総合緊急対策の、本市への

支援内容と現時点での進捗状況を伺う。 

      ⑾ 栗原市クマ被害防止緊急対策事業では 5 項目が

示されている。そのうちの 1 つである誘引木伐採

調査が行われているが、対象本数は。また、他の

4項目の進捗状況を向う。 

      ⑿ 人里へクマの出没を防ぐには誘引木の柿・栗等

の伐採が有効と国でも示しており、県、市でも着

手するが、次年度以降のブナ等、クマのエサとな

る広葉樹不作時の対応をどう捉えているか伺う。 

      ⒀ 本年の有害捕獲、管理捕獲、それぞれ捕獲頭数

を伺う。イノシシわな種類毎の地区別の保有数と

鳥獣被害対策実施隊の地区毎の隊員数と地区を越

えた連携、協力状況はどうか伺う。またイノシシ

被害を減らすためには、捕獲がもっとも有効であ

り、今後の対応について伺う。 
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   ２ 除雪・融雪対策 １  除雪・融雪対策は市民の安全・安心な暮らしにか

かす事のできない事業であり、次の点を伺う。 

      ⑴ 地域毎の事業者数と市道、生活道の路線数、延

長は。また、マンホール等の構造物や道路等段差

解消による、除雪時の事業者の安全確保は万全か

伺う。さらに、現在の除融雪は地区境で終ってし

まう。路線毎の発注にできないか伺う。 

      ⑵ 除雪機、融雪機の状況について市の貸与(市所

有、レンタル)、事業者所有等別に伺う。 

      ⑶ 市が管理する歩道の除雪体制について伺う。ま

た、県では、豪雪地帯のみで要請があればとして

いるが実績と今年の対応は。さらに国道の除雪体

制を伺う。 

      ⑷ 幼稚園バスの発着場の除雪対応とこれまでの実

績を伺う。 

   ３ 市の教育につい

て 

１  近年、児童・生徒の頭痛や肩こりが増加している

原因として、スマートフォンやタブレットの長時間

利用や姿勢の悪さ、通学時のランドセルやバックの

重さ、運動不足による筋力の低下等があるとされて

いる。本市の児童、生徒の現状と対応は。 

 また、文部科学省の GIGAスクール構想により ICT

環境が整えられ、電子黒板の導入や児童・生徒が 1

人 1 台のタブレットを持ち、個別に学べる環境が整

えられている。現在の活用状況を伺う。 

 さらに、文部科学省から児童・生徒の健康に留意

して ICT を活用するためのガイドブックが示されて

いるが対応はどうか伺う。 

     ２  市では、児童生徒一人ひとりに応じたきめ細かな

学習指導を推進し、生きる力を育成するため、小学

校及び義務教育学校の1年生から4年生までは25人

を標準とし、その他の学年は35人を標準とする学級

編成を目指すとしている。 

 しかし、令和 7 年度は 3 小学校で達成できていな

いが、令和 8 年度に向けた市費教員の採用状況と採

用に向けた取り組み、令和 8 年度は達成できると理

解してよいか伺う。 

６ ２番 佐 藤 千 昭 １ クマの出没が多

い。今後の対応

を聞く。 

１  クマによる深刻な人身被害が各地で続発し、市内

でも死亡事故、行方不明事故、人身事故もあり、日

常生活の様々な場面でクマへの不安を感じている。 

      ⑴ 人里とクマの緩衝地帯の区別が無くなり、餌

（柿、栗など）を求めて出没していると思われる

が、その実態と対策があれば市長の見解を伺う。 
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      ⑵ クマの捕獲にあたり、箱わなは、ドラム缶式と

おり型の 2 種類なのか。捕獲方法は、どうなって

いるのか伺う。 

      ⑶ 有害鳥獣対策実施隊の高齢化が喫緊の課題と聞

く。育成について、どう対応しているのか伺う。 

      ⑷ 幼稚園、小中学校の登下校時の子供たちのクマ

被害が心配される。どのように対応しているの

か。また、緊急にスクールバス等での送迎は検討

しているか伺う。 

      ⑸ クマが民家周辺に入り込むのを防ぐため、耕作

放棄地の整理・再生や放任果樹（柿・栗など）の

伐採支援、奥地に植栽するなどの検討をすべきと

思うがどうか伺う。 

      ⑹ クマ対策は、今後、中長期の対策と考えられ

る。学識者・林業者・猟友会等を構成員とした協

議会を設置して継続的に協議をすべきと思うがど

うか伺う。 

   ２ 市内の雪道走行

の安全は万全に 

１  今年も降雪の時期が到来し、雪の多い地区に住む

市民にとっては、降雪量の多少が心配である。 

 高齢化が進み、高齢者の一人暮らし、二人暮らし

世帯、身障者世帯等交通弱者も多くなっている。除

雪は年々積雪地帯の大きな課題となり、重要性も増

している。更なる効率化を進めて、雪の多い地区の

市民負担軽減を望む。 

 本市は、瀬峰を除き、9 地区が豪雪地帯対策特別

措置法に基づく豪雪地帯に指定されている。広大な

面積であり、積雪量に大きな差がある。 

      ⑴ 豪雪地帯の指定で本市にどんなメリットがある

か伺う。 

      ⑵ 歩道の除雪基準について伺う。 

      ⑶ オペレーターが年々高齢化している。後継者の

育成についての支援を伺う。 

      ⑷ 高齢者、身障者等の交通弱者も多くなってい

る。更なる除雪弱者対策の充実について伺う。 

      ⑸ 路面凍結防止対策（急カーブ、急な下り坂）の

徹底を望むがどうか。また、国や県への要望は行

っているか。 

      ⑹ 冬道の安全走行で交通事故を防止するための、

市長の所感を伺う。 
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   ３ 児童数の極端な

減少、どうする

花山小学校と学

校再編 

１  花山小学校は、明治6年10月座主に仮校舎を建て

児童数40名で授業始めたのが、学校の始まりとなっ

ている。以来、遠距離通学のため分校や分教場を開

設（5～6 校）し、道路等の改良整備もあり分校の統

合スクールバス通学で本校のみとなっている。 

 少子高齢化は予想より早く進行し、花山小学校の

児童が極端に減少している。休校、廃校あるいは、

市民からは花山小学校の存続について要望もあった

と伺っている。今後について伺う 

      ⑴ 平成25年度に花山小学校は小規模特認校の指定

を受けているが、どのような学校制度か伺う。 

      ⑵ 小規模特認校とは、どんな教育をしているか。 

      ⑶ 全国や本県にはどれくらいの小規模特認校があ

り、県内ではどの地域にあるのか。 

      ⑷ 花山小学校の小規模特認校としての入学者の実

績はどうか。また、今後について伺う。 

      ⑸ 現在の出生数から見て、市内の学校の再編等、

今後の方向性について伺う。 

７ 11番 高 橋   渉 １ 栗原市における

医療体制の整備

について 

１  現在、大きな社会問題となっているのが公的・民

間の中規模の病院である。経営悪化による病院の倒

産や閉院が相次いでおり、大型倒産時代の始まりと

も言われている。原因は、物価高に伴う医療機器や

人件費の高騰、医療従事者不足などが挙げられ、本

市も例外ではない。市立 3 病院も近い将来、大規模

な再編が急務であると考える。病院は次の 3 本の柱

から成り立っている。 

 ① 市民の命を守る。 

 ② 医療関係従事者の雇用を守る。 

 ③ 安定した経営基盤の確立。 

 専門家の予想では近い将来、地域医療の崩壊は避

けられないとのことであり、対策が急務であると考

え、以上の観点から質問する。 

      ⑴ 現在の医療体制を変える必要があると考えてい

るか。 

      ⑵ 経営悪化の原因をどう認識しているか。 

      ⑶ 10 年後を見据えた医療体制の構築が必要不可欠

と考えるがどうか。 

   ２ 行政代執行した

特定空家につい

て 

１  栗駒地区の商業施設が閉店し、老朽化した建物を

地域住民からの要請により、市が所有者に解体を要

請したが応じず、行政代執行した経緯がある。この

物件は建物と土地の所有者が違っており、今後の対

応次第では問題が発生すると危惧される。 

      ⑴ 行政代執行にかかった費用はいくらか。 

      ⑵ 所有者から費用は回収できたのか。 
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８ ４番 相 馬 勝 義 １ 小・中学生の不

登校対策につい

て 

１  文部科学省の「令和 6 年度児童生徒の問題行動・

不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果」に

よると、不登校の児童生徒数は、全国で35万3千人

以上にのぼり、5 年前から倍近く増え、12 年連続で

増加し、過去最多とのことである。 

 中でも本県は不登校の出現率が全国 5 番目とな

り、県としても憂慮すべき事態とみている。 

 本市においても、前年度末時点で小・中学生あわ

せて約 120 人の不登校児童・生徒がおり、地域の

方々や親御さんの心配を強く感じている。 

 この中、不登校や学校になじめない子ども達、自

分のペースで勉強したい子ども達が、安心して学

び・交流できる居場所を地域の中に作ろうと「まな

びの庭プロジェクト」～地域みんなで育てるもう一

つの学校～を立ち上げようとする方々がいる。 

 その施策により、“不登校や引きこもりの長期化

を防止する”や“地域のつながりや助け合いの再

生”、“退職者等の生きがい作り“、”包容力のあ

る地域づくり”が期待される。 

 しかし、この構想を実現するには、フリースクー

ルが開設できる場所や運営等のための財源、市や教

育委員会との連携など、解決しなければならない課

題も多くあると伺っている。 

 そこで、このプロジェクトに対し、教育委員会と

しての関わり方や考え方、また、現時点や今後、考

えられる支援などがあれば伺う。 

   ２ 大江堀川排水路

法面と熊谷川下

流域の支障木伐

採について 

１  大江堀川は、志波姫を通る国道 398 号の北にある

水田の中央部を東西に流れる河川で、山王水門を通

って迫川に水を落としている。また、この大江堀川

と平行に、周辺の水田の内水処理のための排水側溝

が、大江堀川の南北に設けられている。 

 この大江堀川と北側の排水側溝は、大江農村公園

付近から、大江堀川の左岸堤防と排水側溝の法面を

共有するような状態で山王水門まで達しており、堤

防管理の半分は県が管理する大江堀川、もう半分は

市が管理する排水側溝分である。 

 地域の河川愛護会では、大江堀川の堤防の刈り払

いをしているが、県管理部分の法面と天端の作業に

とどまり、市管理の排水路分の法面は、市道港・金

成線の東側に竹や樹木等が繁茂し、集中豪雨の際に

周辺の治水機能や環境機能に大きな影響が懸念され

ることから、支障木の伐採を望むものであり、計画

はどの様になっているのか伺う。 

 また、志波姫刈敷地域の排水は山王排水機場に通

じる、大排水路を経由して大江堀川及び迫川へと排
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水される。この大排水路は、支障木の繁茂により排

水が困難ばかりかクマの通り道にもなり得る。早急

の伐採が必要と思われるがいかがか伺う。 

 次に、一級河川等の管理について、志波姫間海区

の熊谷川下流では、堤防法面下部の洗掘が進み、い

つ決壊するか分からない状況となっている。 

 河川管理者の県は、これまでも堆積物除去、支障

木の伐採実施をしているが、畑岡方面から間海区全

域にかけて広範囲の浸水が発生する恐れがある。以

前より再三要望しているが、早急な働きかけをお願

いするがいかがか伺う。 

９ 13番 曽 根 優 輝 １ 小規模事業者の

事業継承支援に

ついて 

１  本市では、新規事業への支援制度が充実してお

り、創業を志す方々にとって力強い後押しとなって

いる一方で、地域を長年支えてきた小規模事業者、

商店、飲食店、サービス業などが後継者不足により

廃業を選ばざるを得ない状況も続いている。 

 市は令和 4 年度から栗原市事業継承補助金の制度

を運用しており、例年 1 件ほどの利用で、利用数が

伸びない背景には、制度の認知度や手続きの煩雑

さ、また「そもそも事業継承をどう考えればよい

か」という事業者側の課題もあると考える。 

 持続可能な地域づくりのためには、創業支援と同

じく「事業継承支援」を強化し、地域に根付く事業

を守っていくことが重要だと考える。 

      ⑴ 小規模事業者の事業継承をめぐる現状の課題を

どのように認識しているのか伺う。 

      ⑵ 栗原市事業継承補助金を含む既存制度につい

て、利用が伸びない理由をどう分析しているか伺

う。 

      ⑶ 国の補助金（小規模事業者持続化補助金・事業

継承・M&A 補助金）で想定している支援対象と栗

原市事業継承補助金で想定している支援対象の違

いを伺う。 

   ２ 少人数学級の教

員配置について 

１  本市では少人数学級を推進しており、小学校 1 年

生から 4年生は 25人学級、それ以外の学年は 35人

程度の学級規模である。また、任期付市費負担教員

は限られた人数での運用となっている。 

 決算特別委員会では「児童生徒数が多い学年を優

先し、次に学年の低い順に教員を配置している」と

の答弁があったが、少人数学級の効果をより高めて

いくには、限られた人材をどう配置するかが重要だ

と考える。 
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      ⑴ 人数が多い学年に配置し、次に学年の低い順と

する方針のメリットとデメリットそして現状の課

題を伺う。 

      ⑵ 学年の低い児童への支援を重視するのであれ

ば、中学校よりも小学校に重点的に教員を配置す

る方がよいと考えるが、市の見解を伺う。 

      ⑶ 少人数学級の効果を把握するための評価指標や

検証方法の整備状況について伺う。学力、不登

校、出席状況、学習到達度など、どのようなデー

タを収集し、どのタイミングで成果を検証してい

くのか、現時点での考え方を伺う。 

   ３ スクールバスの

利用拡大 

１  市内ではクマの出没が相次ぎ、一迫地区でも学校

敷地内への侵入、近隣では人身被害も発生するな

ど、児童生徒の安全に対する不安が高まっている。 

 このような状況で、スクールバス未利用家庭を対

象に、市が時限的な利用拡大の方針を示しているこ

とは、迅速かつ適切な対応であると思う。 

      ⑴ 今回のスクールバス利用拡大措置は、いつまで

の期間を想定しているのか。また、延長する場合

の判断基準があれば伺う。 

      ⑵ 6月、9月定例会では「スクールバスの利用距離

は国の基準のため変更できない」との答弁があっ

た。今回の措置は国基準の変更によるものなの

か、市独自の判断なのか。 

      ⑶ 利用拡大による乗車人数増加に伴う予算措置、

また追加経費が必要となる場合の見通しを伺う。 

      ⑷ クマ出没は今後も季節的に繰り返される可能性

がある。「クマ出没時のスクールバス利用基準」

などのルール化・基準づくりを検討する考えはあ

るか伺う。 

   ４ 栗原中央病院へ

のアクセスと情

報提供体制につ

いて 

１  市民から「休日に栗原中央病院に電話をしても受

診に結びつかず、他市の病院を案内されて困った」

という声が寄せられた。これは、栗原中央病院が 2

次救急を担うことも一因であると考えるが、他の病

院を案内する場合の理由が伝わらないため、市民が

「断られた」と感じてしまうケースもあると考え

る。 

 地域の基幹病院として、市民が必要な医療に適切

にアクセスできる体制の確保は、非常に重要である

と認識している。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑴ 栗原中央病院の平日、休日や夜間の電話対応体

制や受診案内の現状について、どのようになって

いるか伺う。 

      ⑵ 市民が休日に栗原中央病院を受診できない場合

に不安や不便を感じている点について、情報提供

の改善や案内方法の工夫により解消できる部分が

あると考えるが、見解を伺う。 

   ５ 栗原市内の通院

に関するタクシ

ー助成の拡充 

１  本市ではタクシー助成券を月 8 回まで利用できる

制度となっているが、透析などで週 2 回以上の通院

が必要な場合、不足しているとの声が寄せられてい

る。定期的かつ継続的な通院が不可欠な医療に限っ

て、タクシー助成の回数拡大を検討してはどうか。

また、既存の施策の中で透析など障がい者が受けら

れるサービスがあれば伺う。 

１０ 17番 衡 田 達 彦 １ 緊急情報を市民

に迅速・確実・

効果的に伝える

ために 

１  クマの出没数・被害件数の増加は、全国的な問題

であり、本市においても死亡事案が発生し、一迫地

区においても、住宅地でクマによる人身被害が発生

した。 

 一迫での被害発生直後、栗原警察署のパトカー3

台で巡回し、「外に出ないように」とアナウンスを

行ったが、内容が聞き取れなかった市民も多く、屋

外作業を続けていた方もいた。 

 被害発生日は土曜日であり、平日と比べて広報ま

での準備を要し、遅れる可能性がある。 

 市の災害時の広報は「市公式LINEや安全安心メー

ルでの情報配信」、「防災行政無線」、「公用車に

よる巡回アナウンス」などと認識しているが、今回

のような住宅地での人身被害発生直後の段階で、危

機管理対策の観点から、緊急的な市民への情報伝達

を行う仕組みなどについて、市の考えを伺う。 

      ⑴ 情報発信の迅速化について 

  市公式LINEや安全安心メール、防災行政無線な

どでの発信文について、クマによる人身被害発生

時用の、共通のテンプレートを事前に作成するな

ど、休日でも即時発信できる体制・マニュアルを

整備する考えはあるか伺う。 

⑵ 車輌による巡回アナウンスの改善について 

  本件でのアナウンスは、クマ被害から身を守る

ために建物へ避難を促すものと考えるが、内容が

聞き取りにくいと、しっかりと聞こうとして屋外

にとどまることにつながる。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

        短く、聞き取りやすい文言を繰り返し、理解し

やすく、耳に残りやすい共通の広報文を定め、

「これが聞こえたら屋内避難」を周知すること

で、緊急時に理解が高まると考えるが見解を伺

う。 

  また、警察や市など、関係機関が同時に巡回ア

ナウンスをすることが想定される。市民が混乱せ

ずに受け止めやすいよう、広報文の共有など、統

一した内容で広報することによって、市民に伝わ

りやすくなると考えるが、併せて見解を伺う。 

      ⑶ 危機管理体制の強化について 

       ① 住宅地で人身被害が発生した場合、危機対策

部局と農林部局が連携し、休日も含めた「合同

の」初動体制を構築する考えはあるか伺う。 

       ② 消防団の協力が得られる場面もあると想定さ

れるが、消防団車両を活用した緊急の避難啓発

への協力体制について、検討しているか伺う。 

      ⑷ 住民の多様な情報受信方法を前提にした対策に

ついて 

  クマ出没時、外で農作業や片付けをしている市

民、高齢者、子どもたちの施設など、それぞれ情

報受信の状況が異なる。 

       ① 高齢者が多い地域では、公式LINEや安全安心

メールでは届かず、防災行政無線のほか、行政

区長や自治会長を通じた情報伝達など、多様な

手段の検討が必要と考えるが、認識を伺う。 

       ② 学校、幼稚園、保育所、福祉施設、スポーツ

施設などへの同時連絡体制も不可欠と考える

が、どのような初動基準と連携手順で対応する

か伺う。 

１１ 20番 菅 原 勇 喜 １ 高市政権と栗原

市政について 

１  政府は 11月 21日、21兆 3千億円の経済対策を閣

議決定した。経済対策は「生活の安全保障・物価高

への対応」（11兆 6千億円）「危機管理投資・成長

投資による強い経済の実現」（7 兆 2 千億円）「防

衛力と外交力の強化」（1 兆 7 千億円）の 3 本柱と

し、開会中の臨時国会に提出、12 月の成立を目指す

としている。 

 子ども 1 人当たり 2 万円を、0 歳から高校生年代

までを対象とし給付するとのことだが本市の対象者

は何人か。電気・ガス料金の補助は一般家庭の負担

を来年1～3月、合計で7千円ほど軽減するとのこと

だが単純に1世帯当たりと理解してよいのか。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

       自治体が自由に使える「重点支援地方交付金」に

は、2 兆円を計上し、うち 4 千億円を食料品高騰に

対応する特別枠として、1 人当たり 3 千円程度のお

米券や電子クーポンを配れるようにする、と報道さ

れたが、お米券を必要としない農家などにはどのよ

うな対応をするのか。また、電子クーポンの活用が

できない人にはどのような対応となるのか。 

     ２  参議院選挙では消費税減税が一大争点となったに

もかかわらず、消費税減税には触れられていない。

私たちは 5％への減税が最大の経済対策であると考

えるが、市長の見解を求める。 

     ３  「防衛力と外交力の強化」では、令和 7 年度補正

予算案を閣議決定したが、当初予算と合わせ、11 兆

円もの防衛予算・軍事費である。令和 9 年度に「対

GDP比2％水準」の防衛費にする計画を2年も前倒し

にするものである。 防衛予算・軍事費の拡大をや

め、5 千億円あれば実現できる学校給食費の無償化

や18歳までの子ども医療費無料化、米生産に対して

の価格保証・所得補償など国民の暮らしを守る方策

に転換すべきと考えるが市長の見解を求める。 

   ２ 旧町史増補版発

刊の進捗状況を

問う 

１ ⑴ 旧若柳町史の発行は昭和49年3月であり、以来

50 年以上、若柳地域の歴史が記録されていない。

年表の最後には「昭和48年7月若柳警察署川北原

畑に新築、若柳中学校川南袋に新築」とあるが、

中学校は改築され、若柳警察署も築館警察署と統

合し栗原警察署として新たに移転新築された。 

  若柳のほか栗駒、鶯沢、高清水、一迫、志波姫

の計 6 町分が空白となっている。これまで、旧 6

町分の増補版の発行を求めて 6 回にわたり一般質

問で取り上げてきた。 

  令和5年12月議会での教育長答弁は大要次のよ

うに答弁している。「平成28年2月議会後、各種

資料の散逸防止を最優先に保存作業を行い、平成

30年 2月議会後は、資料収集の継続、金成庁舎へ

の集約保存を進めてきた。令和 2 年 2 月議会後

は、担当職員 2 人を配置、現在は 1 人体制で、執

筆に用いる資料の確認・検証作業を進めている。

栗原市合併20周年記念誌の編纂を最優先に進めて

いることから、令和 7 年度以降の着手となる。外

部委託も視野に入れ、具体的な編纂手法を検討し

ている。発刊の時期は、一定期間の作業成果に基

づき、見通せるものと考えている」とのことだっ

たが、現在の取り組み状況を明らかにされたい。 

      ⑵ 本市合併20周年記念誌の編纂発行の進捗状況は

どのようになっているのか。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

   ３ 河川、道路管理

について 

１ ⑴ 市長は県の補正予算によるクマ被害への緊急対

策を活用してクマ出没多発エリアの若柳川南地区

の迫川右岸、栗駒岩ケ崎の三迫川右岸における河

川敷の雑草や雑木を刈り払うよう県に要望し、作

業中であるが、範囲はいかほどか。また、クマの

出没は今後も続くと想定されるが、河川敷の雑

草・雑木の刈り払いをどのような考え方で進めて

いくのか。 

      ⑵ 河川堤防や国道・県道等の法面の草刈りなども

計画的に行われるべきと考えるがいかがか。 

      ⑶ 若柳第 1 大橋下流左岸側の堆積土砂の撤去を県

に働きかけられたい。 

      ⑷ 落堀川左岸、新田橋上流部分に圃場整備事業前

に敷設されていたコンクリート水路が放置された

ままである。昨年、地元住民が20年ぶりに河川愛

護会を立ち上げ、年に 2 回除草作業を行っている

が、除草機械がぶつかるなど邪魔なので撤去して

ほしいと当局に働きかけてきたとのことである。

来春の除草作業時期までに撤去してほしいとのこ

とだが、いかが対応されるか。 

   ４ 不登校・いじめ

対応について 

１  文部科学省は、令和 6 年度、全国の小中高での不

登校人数いじめ認知件数、暴力行為発生件数を発表

した。小中の不登校は 35万 3,970人で 12年連続の

増加で過去最多を更新したとのことである。 

 いじめ認知件数は、小中高と特別支援学校を合わ

せると 76 万 9,022 件で、4 年連続で過去最多を更

新。76.1％が令和 6 年度末までに解決したとされて

いる。心身に重大な被害を受けた疑いがある「いじ

め重大事態」も 1,405 件と最も多くなったとのこと

である。 

 小中高での暴力行為発生件数は過去最多の 12 万

8,859件。自殺した小中高の児童生徒数は413人で、

このうち 8 人が「いじめの問題」が原因だったとの

ことである。 

 本市内小中学校児童生徒の、令和5年度、6年度、

7 年度は現時点での、不登校人数、いじめ認知件

数、暴力行為発生件数を明らかにされたい。 

     ２  日本共産党は、不登校やいじめの増加の背景に

は、競争的・管理的な学校環境の問題がある事、ま

た、5 月には不登校についての提言を発表した。不

登校は子どもや保護者のせいではなく「心が傷つき

休息が必要な状態」だと指摘。心の傷への理解と休

息・回復の保障を基本に据え、子どもと保護者への

支援を手厚くすること、過度な競争と管理をやめ、

子どもを人間として大切にする学校にすることを、

具体策を示して提案している。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

       令和 6 年度「主要施策の成果」の新規事業として

「栗原子どもの学び支援センター事業」の概要、効

果・実績が示されているが、具体的にどのような対

応をしたのか明らかにされたい。 

１２ 16番 三 浦 善 浩 １ 目指せ‼高齢者

にやさしいまち 

１  本市も合併して20年が経ち、この間に少子高齢化

が進んだことは間違いなく、高齢化率は右肩上がり

で推移している。残念ながら、本市の人口減少が進

行することは間違いない。人口減少のスピードを遅

らせるには、高齢者に元気で活躍していただくこと

が大変重要であり、以下の点について伺う。 

      ⑴ 公共サービスの減免についての現状。 

 ① 高齢者の公共施設使用料の減免 

 ② 高齢者の公共交通機関の減免 

⑵ 高齢者が起業する場合の支援金はあるか。 

      ⑶ 高齢者が移住する場合の支援金はあるか。 

      ⑷ 高齢者の憩いの場として、(仮称)シニア・パー

ク、または、(仮称)シニア・ランドなどを整備し

て高齢者が安心して集い健康づくりができるよう

にしてはどうか。 

     ２  市立病院と、各総合支所を定額運賃で結ぶシャト

ル患者バスを運行し、高齢者の通院移動支援をして

はどうか。（市立病院がない旧町村の総合支所を対

象として） 

     ３  期日前投票所で、歩行器があれば移動しやすくな

るとの声を市民からいただいた。現状は、どのよう

に対応しているのか。歩行器の設置は、需要があれ

ば可能か。 

   ２ 一般質問のその

後は、どうなっ

たのか 

１  これまで一般質問（R6年 9月）をしてきた中で、

現状など次の点を伺う。 

     ⑴ 「マイナ保険証」の普及と利用促進について。 

      ⑵ 命を守る、肺炎予防について次の項目に対する

取組状況を伺う。 

 ① インフルエンザ 

 ② 新型コロナウイルス感染症 

 ③ 肺炎球菌 

 ④ RSウイルス感染症 

１３ 10番 菊 地 広 志 １ 中・小商工業者

への支援施策を 

１  本市の経済は、農業だけではなく建設業、製造

業、小売業、サービス業などの中・小規模事業者が

雇用を生み、地域の暮らしを支えている。ところが

本市では、農業や酪農業への補助金、助成制度は多

数整備されているが、商工業者への直接的な補助金

や支援金制度は、ほとんど見当たらない。事業者か

らは「農家には支援があるのに、私たちには何もな

い」、「物価高で原材料費が上がっても補助が無

い」といった声が聞かれる。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

       市内飲食店の経営者から、高齢の常連客から「入

口に手すりがあれば安心して出入りできるのに」と

いう要望があったため、店舗側は自費での設置を考

え、市に「商店・中小企業でも使える補助制度はあ

るか」と問い合わせたが、「市にはそのような制度

は無い。県の制度を確認してほしい」というものだ

った。さらに「今回の件を市長に伝えて欲しい」と

求めたところ、担当職員の返答は曖昧で市長へ声が

届くか分からない対応であったとのことである。 

 現場の声が市政に届きにくく、職員と市長の距離

感を感じさせる返答内容だったとの事である。その

後この方は市長へメールで要望し、その回答は「コ

ロナ禍には中小企業支援金や店舗改装・バリアフリ

ー化の補助があったが、 現在はそのような制度は

無い」、「頂いた提案は参考とする」であった。 

 本市には、既存の商工業者への恒常的な支援制度

はなく、小規模事業者が高齢化社会に対応した店舗

づくりを進めようとしても、市には頼れない。 

 一方で近隣自治体を見ると、大崎市では、中小企

業者・小規模企業者持続化事業補助金、施設改修・

設備投資促進事業補助金。登米市では、ビジネスチ

ャンス支援事業、ふるさと創生ベンチャー起業支援

事業。こうした商工業者向けの補助制度が整備され

ており、本市だけが商工業者への支援制度がない状

況である。そこで伺う。 

      ⑴ 農業や酪農には複数の補助制度がある一方で、

商工業者への直接支援制度が存在しない現状を、

市はどのように認識しているのか。 

      ⑵ 今回の事例のように、高齢者や障がい者のため

に店舗側がバリアフリー化を進めようとしても、

市には活用できる制度がない。これを改善し、近

隣自治体のように中小企業・小規模事業者向けの

本市独自の支援制度を創設する考えはないか。 

      ⑶ 市長メールの回答では「参考にする」とのこと

だが、検討の場や期限、担当部署など具体的な方

針が全く示されていない内容で、市として商工業

者の支援制度創設に向けた具体的な検討をいつ、

どのように進めるのか。 

      ⑷ 市民・事業者からのメールや提案が市長へどの

ようなルートで届き、市民の声が政策検討へ反映

されるのか、反映はされずに定型の返信メールで

終わりなのか、現行の情報共有フローを具体的に

伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

   ２ 若柳病院再編と

住民不安への対

応 

１  若柳病院の病床削減について、地域の住民には非

常に強い不安と戸惑いが広がっている。 

 10 月の病床削減により、75 床から 30 床へと減少

し、看護師18名が栗原中央病院へ異動した。外来は

通常通りに診察を受けられるが、入院ができない。

市民に不安が広がるのは、当然のことと考える。 

 一方、市長は以前の答弁で、今回の再編について

「市立病院維持のための改革であり、これで終わり

ではない」さらに「場合によっては無料送迎など、

市民の利便性を図る施策も必要」とも述べている。 

 「栗原市立病院あり方検討委員会」の委員長から

のコメントは、3 病院の集約は重要で、入院病床の

減少や病院自体が無くなる事は地域の人には大変な

事だが、病院を守っていくには集約は必要で、移動

手段の確保を行政でしっかりサポートして病院自体

の医療は必要最小限のところは、確保していくとい

う流れにならざるを得ないと思うとも述べている。 

 この市民の不安に対し、10 月以降現状としてどの

ような「利便性の確保」が実現されているのか伺

う。 

      ⑴ 今回の再編後、若柳の住民が最も不安としてい

る「地元に入院先がなくなった」という声に対

し、市ではどう説明して、どう対応策を取ってい

るのか。 

      ⑵ 市長が答弁した「利便性を図る施策」例えば交

通支援や送迎など、住民の負担を軽減するための

対応は実際に検討されたのか、また実施はされて

いるのか。もし行っていないのであれば、その理

由を伺う。 

      ⑶ 病床が半数以下になった現実を踏まえ、急な入

院や転院、慢性疾患の方の受入れは十分に確保さ

れているのか。若柳病院から栗原中央病院へ移ら

ざるを得なかった患者数の把握も含め、10 月以降

の現状はどうなのかを伺う。 

      ⑷ 市長は以前「今回の再編は一つの過程にすぎな

い」と述べている。住民にすれば、将来さらに病

床や機能が縮小されるのではないかという不安が

増すばかりである。若柳地域の医療を将来にわた

りどう維持していくのか明確なビジョンを伺う。

また現状が、市長の言う「市民の利便性を図った

姿」として本当にふさわしいと考えているのか、

現在の住民の実感に照らして市長の考えを伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

   ３ 栗原市のハラス

メント防止体制 

１  市及び関連施設における、ハラスメント防止体制

について伺う。2023 年 12 月議会でも質問したが、

職場内のパワーハラスメントやモラルハラスメント

は、人間関係の問題ではなく、組織運営全体に影響

を及ぼすリスクである。本市でも、職員のメンタル

不調や休職に至る例があると伺っており、その原因

がハラスメントだけとは言えないが、看過できる状

況ではない。特に、市内部の相談窓口は存在する

が、外部の独立した窓口や第三者による調査制度は

整備されておらず、相談者が安心して声を上げられ

る体制になっているのか疑問を抱かざるを得ないこ

とを踏まえ、次の点について伺う。 

      ⑴ 本庁舎をはじめ、総合支所、市立病院、幼稚

園・保育所、その他の各種施設において、2023 年

12 月以降の年間のハラスメント相談件数と、その

処理区分（事実確認、未成立、成立、改善指導

等）の状況を伺う。 

      ⑵ 現行の相談窓口は、市職員が対応せざるを得

ず、相談内容が所属部署等に伝わるのではないか

と懸念する声を耳にする。本市の相談窓口は、ど

のような専門性や独立性を担保して運用している

のか内容を伺う。 

      ⑶ 本市には、弁護士等の第三者による外部相談窓

口や、外部有識者を交えた調査制度が存在しない

と聞いている。この体制のままで、相談者の匿名

性や安全性をどのように確保しているのか伺う。 

      ⑷ 精神的負荷で休職する職員が複数存在する状況

は、組織マネジメント上の危険シグナルと認識し

ている。本市として、職員のメンタル不調に関す

る実態把握や原因分析をどのように行っているの

か伺う。 

      ⑸ 他自治体では、外部専門家による第三者相談窓

口の設置、外部調査制度の導入、全職員を対象と

した研修の義務化など、より実効性の高い取り組

みが進んでいる。本市としても、全職員を対象と

した研修を定期的に行っていると思うが、それ以

外の対策は何か行っているのか伺う。 

１４ 14番 小 野 久 一 １ 田んぼダムの推

進を 

１  本市として水害防止対策の一つに田んぼダムの推

進を図るべきと思うが市長の見解を伺う。 

     ２  新潟県見附市では、圃場整備事業で落水調整装置

を設置することで普及できたとのことである。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

       本市での田んぼダムの実施地区数と面積、現在取

り組まれている圃場整備事業の地区と面積、今後圃

場整備事業の計画している地区と面積を伺う。 

     ３  現在行われている圃場整備事業は、田んぼダム機

能を備えたものになっているか。また今後の圃場整

備事業計画には、その機能を備えたものにすべきと

考えるが、見解を伺う。 

   ２ スクールバスの

利用の拡大を 

１  一迫小学校の職員用昇降口前で親子のクマが目撃

され、他校周辺でも出没が相次いでいる。市教育委

員会では、臨時の校長会を開いて、児童生徒の安全

対策として、スクールバスの乗車要件を緩和し、自

宅が近くても送迎を認める方針を示した、というこ

とが新聞に載っていた。もっと早い対応が必要でな

かったか。 

     ２  スクールバスの運行経路は変えないと聞いたが、

事実か。また、築館・若柳・志波姫・瀬峰・高清水

が入らないのはなぜか。 

     ３  9 月議会の答弁で、利用基準の設定根拠は文部科

学省が作成した「公立小学校・中学校の適正規模・

適正配置に関する手引き」が根拠とのことだった。 

 この手引きの「通学距離による考え方」には「徒

歩や自転車による通学距離としては、小学校で 4km

以内、中学校で 6km 以内という基準はおおよその目

安として引き続き妥当であると考えられる。その上

で、各市町村においては、通学路の安全確保の状況

や地理的な条件に加え、徒歩による通学なのか、一

部の児童生徒について自転車通学を認めたり、スク

ールバスを導入したりするのかなども考慮の上、児

童生徒の実態や地域の実情を踏まえた適切な通学距

離の基準を設定することが望まれる。」とあった。 

 最終的には、各市町村が責任をもって決めるとい

うことである。このスクールバスの乗車要件の緩和

を機会に距離要件の撤廃に向けた検討に入るべきで

ないか。 

     ４  キッズランド整備事業構想の際には、アンケート

調査を実施したが、スクールバス利用に関するアン

ケート調査の実施を提言するがいかがか。 

   ３ キッズランド整

備事業の進捗状

況は 

１  白石市では「こども園計画」を少子化が進んでい

る状況下では当面の間、凍結をして様子を見るとの

ことである。本市も深刻な少子化であり、子どもの

遊び場づくりも様子をみるべきでないか。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

     ２  整備するのであれば、9 月議会でも質問したが、

近隣市に働きかけて広域で取り組んだ方がよいので

はないか。あるいは、仙台市では西公園に東北最大

級のキッズランドを2029年度中に完成させるとのこ

とである。そのような所の入場券への助成制度も良

いのではないか。 

   ４ 栗駒山観光交流

拠点施設整備事

業の進捗状況は 

１ ⑴ 進捗状況について伺う。 

     ⑵ キャンプ場におけるクマ、イノシシ対策として

どのような方策を考えているか。 

      ⑶ 耕英地区民との話し合いの中で、集会施設がほ

しいという要望があったと聞くがどう対応する

か。 

   ５ クマ、イノシ

シ、シカ対策を

質す 

１  直近のクマ、イノシシ、シカの本年中の目撃件

数、捕殺件数を伺う。 

    ２  クマ、イノシシ、シカへの箱わな、くくりわなの

設置状況を旧町村毎に伺う。 

     ３  猟銃免許所有者は何人か。その中でライフル銃の

免許所有者は何人か。 

     ４  文字地区において2人の女性がクマに襲われ、1人

が亡くなり 1 人は今も行方不明のままである。警察

が主体に捜索活動するものであろうが、市職員や山

岳救助隊あるいは猟友会の会員への応援要請はあっ

たのか。 

     ５  イノシシ対策としての県が事業主体のメッシュ柵

設置事業が予定通り進んでいないと聞くが事実か。

事実とすればなぜか。 

１５ ９番 三 塚   東 １ クマ出没の安全

対策は十分か 

１  環境省は、4 月から 9 月までのクマの出没件数や

被害状況を公表した。人的被害は 4 月から 6 月の発

生場所は森林や河川敷などが多かったが、7月から9

月は市街地や人家周辺、公園など人の生活圏の割合

が高くなっている。 

 各地で相次ぐ人的被害を受け、政府は「クマ被害

対策施策パッケージ」を見直したが、市が12月定例

会に提案した専決処分や補正予算の人的被害防止対

策とクマ駆除体制はどう考え、さらに来年度に向け

た施策をどのように考えているのか伺う。 

      ⑴ 市内の学校周辺にもクマの出没情報がある。児

童生徒を守るための予防対策や緊急時の対応はど

のようになっているのか。また、児童生徒に対処

訓練や保護者との情報共有は十分にされているの

か。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑵ 市街地に出没したクマを市長の判断で駆除でき

る「緊急銃猟」が本年 9 月から可能になったが、

実際に発砲できる体制は十分に整っているのか。

整っていないのであれば、その理由は何か。ま

た、今後の体制整備を伺う。 

      ⑶ クマが民家の庭などに入り込むのを防ぐには、

柿の木や栗の木の伐採をすることが住民の不安を

解消するための方法でもある。市内の柿の木や栗

の木の伐採を希望する状況はどうなっているの

か。また、市の伐採事業以前に伐採した所有者に

対する補助制度を考えるべきではないか。 

      ⑷ ブナやドングリの不作・凶作、人家周辺の柿や

栗の木の伐採で、クマはより人家周辺に餌を求め

て来る可能性がある。人家周辺、外部への生ゴミ

の一時保管には気を配る必要があり、住民への啓

発活動が必要と考えるが、市の考えを伺う。 

      ⑸ 市内の企業でクマ出没の安全対策として、クマ

を撃退する「クマスプレー」を設置したり、新た

に外灯を設置するなどの対策を講じている。市

は、市内で経済活動をする企業や事業所に対し

て、クマ出没の安全対策を支援する制度は考えら

れないか。また、すでに実施した企業や事業所に

対しても支援策は考えられないか。 

   ２ 宿泊税の財源を

有効に活用すべ

き 

１  県は、2026年 1月に宿泊税を財源とした観光施策

を示している。主な新規事業案は、①滞在時間の長

期化につながるコンテンツ企画、②地域に眠る観光

資源の発掘、③地域に根付く食材や食文化・農林漁

業を活用した旅行商品の企画、④インバウンド向け

商店街デジタルマップの作成、⑤広域周遊バスツア

ーの企画、レンタカー利用促進、⑥ガイドドライバ

ーやローカルガイドの育成、⑦外国人を含む従業員

のおもてなしスキルの向上などとなっている。 

 市は、県の宿泊税を活用した観光振興をどのよう

に考えていているのか伺う。 

      ⑴ 観光消費で地域の経済を潤す仕組みをつくるた

め、滞在時間の長期化につながるコンテンツの企

画をどう考え、組織体制の強化を目指しているの

か。 

      ⑵ 市の観光戦略会議との情報共有とともに、観光

戦略をどのように考え、食文化や農林業などとい

った体験型のプログラムをどう旅行商品化する考

えか。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑶ 広域観光ルートの形成は、これまで以上に重点

的に推進すべきと思うが、今後の展開をどう考え

ているのか。 

１６ 19番 加 藤 桂 子 １ 栗原市の子育て

支援について 

  昨年の本市全体での出生数は 174 人と伺った。少

子化に伴い、本市での子育てに対する魅力向上のた

め「安心して産み育てられる環境づくり」や「健や

かな成長のための支援」の観点から妊産婦、新生

児・乳幼児について、次の事項を伺う。 

     １  産前産後サポート体制の充実について 

      ⑴ 過去 3 年の産後ケア事業（特に通所型、宿泊

型）の利用状況について、現状や課題と今後の拡

充計画を伺う。 

      ⑵ 市独自の訪問型産後ケアや、多胎児家庭・ひと

り親家庭への支援強化の取り組み、必要性や目的

について、どのように考えているか伺う。 

      ⑶ 妊娠届から健診助成、出生届等、多岐にわたる

書類の提出が必要なため、DX 化し妊産婦への負担

軽減が求められるが、今後の方針を伺う。 

     ２  子育て支援センターの機能強化 

 昨年度の利用状況と、利便性の向上を目指す方針

と課題（場所、時間帯、平日・土日祝対応など）を

伺う。 

     ３  孤立防止のための取組み 

      ⑴ 虐待予防について、ハイリスク家庭への早期介

入や見守り体制の強化にどのように取り組んでい

るか。また、把握しにくい妊婦のストレスチェッ

クや産後うつ症状等に悩む親への精神的フォロー

をどのように実施しているのか伺う。 

      ⑵ 育児家庭からの悩みや困りごとについて、どの

ようにそのニーズを把握し、対応しているのか、

昨年度の実績を伺う。 

      ⑶ 過去にファミリーサポート制度があった。現在

休止の理由や課題点などを伺う。また、類似した

家事代行サポートなどがあると魅力的との声があ

るが、検討しているか伺う。 

     ４  地域での交流と子育て環境について 

      ⑴ 妊娠中から新生児・乳幼児を持つ家庭が気軽に

交流できる地域の子育て支援拠点（保護者の休息

や緊急時に利用できる一次預かりが可能なひろば

等）の設置状況と、子育て経験のある市民（サポ

ーターなど）との交流機会創出について、市の考

えを伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑵ 昨今の鳥獣被害リスクを受け、外遊びが出来な

くなっており、既存施設の空き部屋解放等、室内

での子育て空間の拡充が求められていると考える

が、そのようなニーズを把握し対応を検討してい

るか伺う。 

      ⑶ 市の公共施設（指定管理施設も含む）で授乳室

が設置されている施設と、標準設備を伺う。 

      ⑷ 災害時、妊産婦・乳幼児のいる家庭に対する配

慮をどう備えているか伺う。 

     ５  市の子育て施策等について 

      ⑴ 昨年実施された、第 3 期栗原市子ども子育て支

援事業計画案の意見募集では、どの程度の意見が

寄せられ、それがどのように反映されたか伺う。 

      ⑵ 育児用品購入の助成券が交付されているが、

「乳幼児期の方が、お金がかかるので段階的に助

成券を受給できるよう助成を拡大してほしい。物

価高の中、1 歳以降になってからの方が、生活が

大変。」との声が聞かれた。この現状を受け、助

成拡大を検討しているか見解を伺う。 

   ２ 市内の祭りにつ

いて 

  住民の活力向上と、本市の豊かな伝統文化の象徴

である祭りの振興について、現状の評価、課題、今

後の方向性を伺う。 

     １  祭りの実施基盤に対する市の考え方について 

      ⑴ 各地区の祭りの存続について、考え方、今後の

方針を伺う。 

      ⑵ 地域の祭りや伝統行事に対する予算について、

補助金制度の種類、対象事案・補助対象団体は主

にどのようなものがあり、昨年度の交付件数と総

額を伺う。併せて「栗原市民まつり」の予算、使

途、効果検証について伺う。 

     ２  来年度予定されている、補助金額の削減について 

      ⑴ これらの補助金に対し、第 2 次総合計画実施計

画では総額 550 万円程削減とあるが、その目的と

効果を伺う。 

      ⑵ 見直しにあたり、その方法（一律何％カット、

または基準算定方式があるのか）を伺う。 

     ３  第 2 次総合計画を踏まえ、物価高騰や担い手不足

などの課題を抱える祭り存続のため、市の支援をど

のように考えているか伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

１７ 15番 高 橋 勝 男 １ 栗原市相撲場の

整備について 

１  第 1 回みちのく栗原少年相撲大会が開催され、当

日は肌寒く、児童は素肌や運動着の上にまわしをつ

けて相撲に取り組んでいた。 

 保護者からは、風邪をひかないか心配する声や相

撲場の管理上からもシャッター等で囲う必要がある

のではという声が聴かれた。土俵はシートで囲われ

ているが、土俵の周りが砂場である事から、野良猫

などの糞尿を心配する声もある。 

 相撲場の整備に当たっては、県や相撲連盟など関

係者と協議を行い進めてきたと思うが、どのような

協議がなされ、今後の改修整備について市長はどう

考えているのか。 

   ２ クマ被害も含め

行方不明者への

課税と減免につ

いて 

１  令和7年10月3日栗駒文字荒砥沢ダム付近で発生

したクマによる人身死亡被害によって 1 名の死亡が

確認され、もう 1 名は現在も行方不明であり、今後

の捜査方法や事態収拾に向けた取り組みはどうなっ

ているのか。 

     ２  行方不明者の死亡確認には 7 年間の猶予期間が必

要である。市民でこの期間を迎えていない行方不明

者は何名いて、市税や国保税・介護保険料・後期高

齢者医療保険料などは課税対象になっているのか。

対象であれば、減免措置はできないのか。また、減

免されていない場合、還付はどうなっているのか。 

   ３ 小中学校の学校

補助員及び花山

小学校の養護教

諭、事務職員の

配置について 

１  花山小学校には、県費負担の養護教諭及び事務職

員が配置されない状況で、子どもたちの安全安心を

考え市の会計年度任用職員の養護教諭を配置してい

ると聞くが、どのような勤務体制なのか伺う。ま

た、事務職員は配置されず、一迫小学校など周辺小

学校の事務職員が兼務対応していると聞くが、状況

と問題なく対応できていると考えているのか。ま

た、令和8年度は、どのように対応するのか。 

     ２  市立小中学校における令和 7 年度の特別支援学級

数と生徒数、学校補助員の配置状況、令和 8 年度の

学級数と生徒数の見込みを伺う。 

また、令和 8 年度の学校補助員の配置については、

各小中学校から要望が出ていると思うが、令和 8 年

度の予算編成でどう対応するのか。 

   ４ 鶯沢・花山診療

所の診療日数の

減について 

１  鶯沢及び花山診療所の診察日数が、令和 8 年度か

ら減少予定だが、削減の理由はどこにあるのか。 

    ２  患者さんは、お医者さんに付くとも言われている

が、休診予定日の患者動向はどうか。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

     ３  鶯沢診療所は、県へき地医療支援機構の調整によ

り、へき地医療拠点病院(大崎市民病院・石巻赤十

字病院)から代診医が派遣されているが、今後は無

くなるのか。 

１８ ８番 髙 橋   将 １ 栗原、描く未来

の姿は 

１  市政運営において、どのような将来像を描くのか

という「ビジョン」は、市民が方向性を共有し、行

政と同じ目的地へ向かうための基盤となる。 

 本市がどの未来を目指して進もうとしているのか

を、市民が正確に理解できるようにすることは、市

民の“未来への期待感”を生み出すうえでも欠かせ

ない。若い世代は未来が見える地域に残りやすくな

り、事業者は投資判断がしやすくなり、高齢者も将

来への安心感を持ちやすくなる。日々の施策を積み

重ねるだけでは生まれない力が、「未来の方向性」

を示すことによって育まれる。以上を踏まえ、以下

を問う。 

      ⑴ 本市が 10 年後、20 年後にどのような姿に進み

たいと市長は考えているのか。市長の価値観によ

る将来像を問う。 

      ⑵ 将来像を市民や職員が理解し、行動につなげる

ためには、発信や対話の仕組みが必要となり、そ

のプロセスをどのように構築していく考えか。 

   ２ 学校再編判断基

準と、教育環境

の第三の道につ

いて 

１  市立学校再編計画（平成 20 年 3 月策定）に基づ

き、これまで小学校 29校 2分校を 12校に、中学校

10校１分校を 7校に再編し、複式学級の解消および

各学年 2 学級以上の適正規模を目指して学校再編を

進めてきた。しかし、過去定例会において教育委員

会は、令和 13 年度には市内小学校 11 校および義務

教育学校前期課程 1校のうち 7校が 2学級を確保で

きない見込みであり、そのうち 3 校で複式学級が発

生する見込みであると明らかにした一方で、答弁で

は「現段階で新たな学校再編は考えていない」とさ

れており、複式学級の発生を前提としながら、具体

的な教育環境改善策が示されていない状況である。

過去の再編目的であった複式学級の解消および適正

規模の確保と、現状の複式学級発生見込みとの間に

整合性が求められることから、学校再編の判断基準

を明らかにするとともに、少人数化や複式学級によ

る教育課題に対する対策を求める。 

 子どもたちの学びの質の担保は、学校数の増減だ

けで解決する問題ではないと考えており、今後の人

口動向も踏まえ、学校再編に加えて、新たな視点に

よる実効性ある教育環境の向上策を求めるものであ

り、次の点について伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑴ 小学校の少人数化及び複式学級が与える教育的

影響について 

  学習指導の質、児童の人間関係の形成、学校運

営面の負担、教育環境の格差の現状、課題、現時

点の対策、今後の改善策を伺う。 

      ⑵ すでに複式学級が導入されている花山に加え、

栗駒南・鶯沢でも複式学級になる見込みである。

過去の学校再編では、複式学級の解消を目的とし

ているが、複式学級発生見込みとその目的との整

合性をどのように説明するのか。現段階で「再編

は考えていない」と判断した想いや考えを伺う。 

      ⑶ 学校再編検討の判断基準について 

  今後の学校再編は、指標として児童数、複式学

級の有無、1 学級化の継続、地域や保護者からの

要望など、どの指標を判断基準とするのか伺う。 

      ⑷ 新たに複式学級が見込まれる学区での地域や保

護者との関わりとして 

 ① 説明会などを開催する考えはあるのか。ある

場合、その開始時期と回数の目安を示された

い。 

 ② 再編の希望聞き取りや学区の見直しなど、教

育環境に関する選択肢を提示するのか。する場

合、その提示時期はいつか。 

 ③ それらを踏まえた最終的な方針決定の時期も

伺う。 

      ⑸ 再編に代わる「教育の質の担保策」について 

  岐阜県山県市では、複式学級を含む小規模校を

統廃合せず、市内全校を一体運営とする「山県学

園構想」を進めている。本市でも、複式見込み校

を含む中学校区などを単位としたブロック連携に

より、合同授業、教科担任制の導入、オンライン

連携などにより教育の質を担保する、学校再編に

代わる第三の道の検討を行う考えはあるか。 

      ⑹ 令和13年度に複式見込みとなる3校（栗駒南・

鶯沢・花山）を含む中学校単位のエリアをモデル

地区として、体育・理科実験・音楽などの合同授

業、ブロック単位での人材配置と運営体制の構

築、スクールバス等による移動手法の実証検証を

行うことを提案するが、その見解について伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

   ３ 重点支援地方交

付金の使い道に

ついて 

１  国は「重点支援地方交付金の拡充について」の文

書を全国自治体に発出している。自治体独自の物価

高対策に活用できる財源であり、推奨メニューとし

て「おこめ券、プレミアム商品券」など家計支援策

が提示された。本市でもこれまで、多様な物価高対

策を実施してきたが、これまでの重点支援地方交付

金の評価と、それを踏まえて今回の交付金の使途を

どうする考えか質問する。 

      ⑴ 今回の交付金の使途は検討されているか。 

      ⑵ これまでの物価高騰支援対策をどのように評価

しているのか。効果の評価にはどのような指標を

用いて、その整理が今回の検討にどう反映される

のかを問う。 

      ⑶ 推奨メニュー以外の独自メニューは検討した

か。 

      ⑷ 今回の交付金の使途は、市長が使途決定の判断

として重視する点を具体的に示されたい。 

   ４ 令和7年度

「い・ど・う市

長室」の総括に

ついて 

１  令和7年度 い・ど・う市長室は、市民全体を対象

としたものではなく、各種団体の代表者との意見交

換形式としたことが特徴である。定例会初日の行政

報告では、計71団体の代表者から意見・提案が寄せ

られ、人口減少に対応した行政区・自治会のあり

方、各種団体の活動・組織の課題などについて貴重

な意見が確認された。市はこれらの意見を「第 3 次

栗原市総合計画」の策定をはじめ、今後の施策・事

業に反映していくと報告した。以上を踏まえ、以下

について質問する。 

      ⑴ 参加対象を団体代表者に限定したことによる成

果と課題、評価はどうか。 

      ⑵ 人口減少に対応した行政区・自治会のあり方に

ついて、どのような意見・提案があったか。 

      ⑶ 各種団体の活動・組織のあり方について、具体

的にどのような意見・提案があったか。 

      ⑷ 寄せられた意見・提案の中で、早期に着手すべ

きものは何か。 

１９ １番 藤 原   峻 １ 持続可能な農業

生産体制構築を 

１  本市の人口は 6 万人を割り込み、人口減少が急激

に進行し、多方面でマンパワー不足が地域産業衰退

につながる懸念がある。 

 農林業センサスで本市の農業事業体数は、H 17年

8,279からR2年4,449と約半減し、農業従事者は60

歳以上が87％、70歳以上が50％超となっている。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      R6 年度『遊休農地調査結果』では、再生利用困難な

農地が増えている状態である。地域計画では、平坦

地の基盤整備が進んでいるが、特に中山間地域が担

っている多面的機能をいかに保全していくかが問わ

れている。栗原の基幹産業「農業」のあり方の大転

換が迫られており、対策は急務と考え質問する。 

      ⑴ 農家の高齢化と、担い手不足の課題に対する対

策が急務であり、新規就農者確保に向けた施策と

して、大学の農学部や名取市の農業大学校など教

育機関、移住希望者に向けた移住・農地などの情

報提供をしているか。 

      ⑵ 新規就農希望者向け研修機関設置、農業法人や

農家と連携した相談・指導体制の充実など、受入

体制強化の検討は行っているか。 

      ⑶ RESAS で第 1 次産業は、県内市で 9 位と付加価

値を高めることが求められ、地域計画でも「他産

業並の農業所得をめざし、収益性のある作物導入

の検討を行う」とある。高付加価値・高収益作物

の導入支援、スマート農業導入などの支援策強化

をどう検討しているのか。 

      ⑷ 農研機構の共同研究、研究開発、有償技術相談

などを活用し、温暖化を見据えた高収益作物の導

入の検討が必要では。 

      ⑸ 地域計画の共通課題である、丘陵地など支援策

強化が必要と考える。約 7 割が耐用年数を超過し

た用排水路整備、圃場整備事業の規模に至らない

小面積の農地の条件整備や、農道整備、高低差を

直す工事費等の支援は検討しているのか。 

      ⑹ 区画整理未整備地域の整備スピードをあげるこ

と、土側溝整備など支援策の強化が必要と考える

が見解を伺う。 

      ⑺ ほ場条件の改善につながる「農地耕作条件改善

事業」の活用実績はどうなっているか。 

      ⑻ イノシシ被害の影響が大きく、鳥獣被害対策と

して個体数の抜本的な個体数削減策、畦畔掘り起

こし被害に対する支援をどう考えているか。 

      ⑼ 地域計画の中で農業者から出てきた意見を、来

年度以降の政策にどう反映していくのか。 

      ⑽ 畜産の牛舎や機械整備などの生産基盤整備に向

けた支援策の検討を行っているか。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑾ 遊休農地の再生利用可能な農地が減っている状

況、再生利用が困難な農地が増えている状況をど

う考えているのか。 

      ⑿ 農地利用意向調査の体制を強化していくべきと

考えるが、見解を伺う。 

   ２ 人口減時代に対

応した産業振興

策は 

１  本市の人口減が加速し、関係人口、移住者を増や

すことは死活問題であり、移住から定住になるに

は、生業が重要と考える。故郷に戻りたくても、仕

事がないという話も伺う。地元企業の活性化、起業

促進、企業誘致まで様々な雇用の受け皿が必要であ

り、栗原の中で経済を好循環させる体制構築が重要

であり、J クレジット、ネイチャーポジティブなど

外部から予算獲得するための体制強化、国の交付金

を活用する体制づくりなどを質問する。 

      ⑴ 地域内経済循環の重要性について見解を伺う。 

      ⑵ R3 年『脱炭素社会の実現に資する等のための建

築物等における木材利用の促進に関する法律』に

基づいた、公共建築物、建築物一般への本市の木

材活用推進策を検討してはどうか。 

      ⑶ 地域外に灯油として流出しているお金を地域に

循環させるための、薪ストーブ、ペレットストー

ブ購入への補助を検討してはどうか。 

      ⑷ J クレジット、ネイチャーポジティブの取り組

みの推進体制構築状況はどのようになっている

か。 

      ⑸ 「起業への支援ばかり」という声も聞こえてい

る。既存企業への支援策を検討すべきと考える

が、見解を伺う（広告費、広報グッズ、販促グッ

ズ制作支援など）。 

      ⑹ 地元企業、さらには起業など国の支援策を活用

するための体制強化が必要である。「ローカル

10000 プロジェクト」、「地域資源活用価値創出

対策」の活用を検討できないか。 

      ⑺ アウトドアを軸にさらなる活性化をはかる災害

対応策など、モンベルとの包括連携協定を締結し

てはどうか。 

      ⑻ クマの報道などの影響により、温泉のキャンセ

ルが相次いでいると複数の事業者から伺っている

ので、支援策を検討してはどうか。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑼ 市内では岩ヶ崎高校、県内では角田市の取り組

みに学び、市内高校の探究学習で地元との連携推

進のため、コーディネーター配置など支援策の検

討を行ってはどうか。 

   ３ パワハラ対策の

徹底を求める 

１  ハラスメント対策を強化するため、労働施策総合

推進法が改正され、地方公共団体は、職場のハラス

メント対策、パワーハラスメント対策等を防止する

ため、雇用管理上、講ずべき措置義務の適用を受け

ている。身体的な攻撃は傷害罪、精神的な攻撃によ

り鬱や適応障害になれば傷害罪が適応される判例も

あり、軽視できるものではない。市職員のハラスメ

ントの対応を伺う。 

      ⑴ ハラスメントが起きた場合、迅速かつ適切に対

応することが重要であるが本市の対応はどのよう

な流れで、対応マニュアルはあるのか。 

      ⑵ 市職員のハラスメントの防止等に関する要綱に

「所属長の責務」があり、解決するために必要な

措置を適切に講じなければならないとある。事実

確認が完了していない場合でも臨機応変に対応す

ることが求められると思うが見解は。 

      ⑶ パワハラで精神的に不調をきたした際に、環境

が改善されない状況で働かせた場合は、労働安全

衛生法の安全配慮義務違反となると思うが見解

は。また、本人が異動を希望した場合は、最大限

考慮すべきではないか。 

      ⑷ 部下がハラスメントを行っている、また、被害

者がハラスメントを受けている事実を認めていた

にも関わらず黙認した場合、処分はどのように行

われるのか。 

      ⑸ 行為者への制裁は、公正なルールに基づく必要

がある。懲戒規定が必要ではないか。 

      ⑹ 市職員が委嘱関係者（委嘱関係でも、労働の実

態に労働性が認められれば労働者とみなされる）

へ、ハラスメントを起こした場合の対応はどうな

るのか。 

２０ 12番 髙 橋 一 久 １ 少子化対策と定

住対策について 

１  本市は合併から20年を迎えているが、少子化に歯

止めがかからない状況が続いている。 

 先日の県市議会議長会議員研修会において、講師

が「都市部から離れた地域は依然として、高齢の男

性社会となっており、若者が生活しにくいことか

ら、取り分け若い女性の都市部への流失が続いてお

り過疎化に繋がっている。」と話していた。 
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       少子化、過疎化の対策として、本市に若い女性が

定住するまちづくりが求められると考え、以下につ

いて伺う。 

      ⑴ 本市の直近3年間の合計特殊出生率を伺う。 

      ⑵ 本市の移住・定住施策を活用して、移住者の直

近 3 年間の実績と、これまで住み続けている方の

割合はどのくらいか。 

      ⑶ 少子化、過疎化対策として若者の地元への定

着、移住者が欠かせないと思うが、どのように考

えているか。 

   ２ 栗原市のイメー

ジ戦略とブラン

ド化について 

１  行政視察で南魚沼市を訪問し、ふるさと納税の取

り組みを調査した。南魚沼市では米、日本酒に特化

して取り組みブランド化を行い成功し、令和 6 年度

の寄附額が約 71 億円となり、平成 29 年度から約 8

倍の伸びとなっている。ふるさと納税はもとより市

内の産業、経済の好循環につながっている。 

 県外に出かけた際、本市の知名度は低いと痛感す

る。 

 そこで本市においても農作物等のブランド化をと

おし、市のイメージ戦略を行うことが、ふるさと納

税の増額や交流人口の増加につながり、地域経済の

活性化にも繋がると考え、以下について伺う。 

      ⑴ 本市の知名度について、どう感じているか。 

      ⑵ 知名度を上げるために、これまでどのように取

り組んできたか。 

      ⑶ 本市のイメージ戦略をどう考えているか。 

      ⑷ 農作物等のブランド化をどう考えているか。 

   ３ 義務教育学校に

ついて 

１  金成小中学校は、平成26年4月に学校再編により

小中一貫教育校として開校された。また、令和 3 年

4 月には、宮城県内 2 番目の義務教育学校、小中一

貫校となってから11年経過しているが、どう総括し

ているか伺う。 

      ⑴ 市教育委員会として義務教育学校をどう評価し

ているか。 

      ⑵ 金成小中学校は、義務教育学校に移行してか

ら、学校評議員から学校運営協議会に移行し、学

校運営の意見等をいただいているが、同協議会で

運営の評価はどうなっているか。 
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      ⑶ 文部科学省は学校運営協議会の設置を推奨して

いるが、どう進めていくのか。 

      ⑷ 県内で最初に義務教育学校となった閖上小中学

校は市全域を学区として、小中一貫を望む児童・

生徒を受け入れているが、金成小中学校でも市全

域を学区としてはどうか。 

※ この要旨は、各議員から提出された通告書の要点をまとめたものです。 


